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◆事 業 の 概 要 

項目 内容 

①開始時期 平成 25 年 12 月 

②実施体制 委託先（社会福祉法人熊本県母子寡婦福祉連合会：以下母子会という。） 

③スタッフ 生活相談員 7人（母子会） 

④事業内容 面会交流支援 

⑤事業実績（Ｈ26 年度） 相談件数：38 件（延件数）、面会交流延件数：1家族（8件） 

⑥事業費（Ｈ26 年度） 約 150 万円（当初予算額） 

※平成 26 年度実績は、1 月時点 
 
◆事業経緯 

 

熊本県における「面会交流支援事業」は、熊本

県が「母子会」へ委託して実施しているもので、

具体的には、「熊本県母子家庭等就業・自立支援

センター」の生活相談員が当事業を担当している。 

本県における面会交流事業は、平成 25 年 4 月

から実施を予定（母子会委託）していたが、開始

準備に時間を要したことから、事業開始は平成

25 年の冬からとなった。 

そのため、平成 25 年の秋には、事業実施に当

たって、急遽、県の担当と弁護士、家裁などとの

会合を 2 回程度行い、調停が終わりそうな対象者

を弁護士から紹介してもらい、このケースを支援

1 号として事業を開始した。 

 

◆委託先について 

 

[母子会] 

母子会における熊本県母子家庭等就業・自立支

援センターの主な業務は以下の通り 

(1)ひとり親家庭等の就業支援事業 

(2)就業支援講習会等事業 

(3)ひとり親家庭等地域生活支援事業 

(4)面会交流支援事業 

 ※法律相談は(3)の事業の一環 

 

[委託業者の選定] 

母子会へ委託したのは、これまでも、「熊本県

母子家庭等就業・自立センター事業」で法律相談

や就業相談などひとり親家庭に対する様々な相談

事業を行っていたことが背景となっている。 

 

◆支援対象者 

 

当事業の支援対象者は以下のとおり。 

 

・概ね 15 歳未満の子どものいる方 

・子どもと同居する親が県内に住所を有すること 

・児童扶養手当受給相当の年収であること 

・双方に面会交流事業を実施する旨の合意がなさ

れていること 

・子どもの連れ去り、配偶者暴力の恐れがある場

合は対象とならない 

・過去に本事業の対象となった方は申込みできな

い 

 

 

◆事業の流れ 

 

事業の流れは、次頁の通りである。 

①申込み（合意がなされていること） 

②収入等の資格審査 

③面談 

◆事業名  ：面会交流支援事業 
◆熊本県（健康福祉部子ども家庭福祉課） 
◆キーワード：『母子会委託』 
◆事業ポイント 

○母子家庭等就業・自立支援センターの生活相談員を中心に事業運営している。 
○試行錯誤しながら支援を行っている。 
○市町村の広報を中心に周知活動を展開している。 
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④実施方法の調整 

⑤当日までの支援 

⑥当時の受け渡しや付添いの支援 

※支援は、月 1 回、2 時間程度（原則）、1 年間 

 

[事業の流れ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本県母子寡婦福祉連合会 

 

 

 

◆事業の内容 

 

面会交流事業の難しさは多々ある。 

ひとり親からの相談はあるが、その大半が事前

相談までもいかないケースである。 

同居親と別居親の間で面会交流の取決めが行わ

れておらず、支援の実施まで行かないというケー

スが多い。 

自身の所得を相手に言いたくないという理由で

支援に至らないというケースも見られる。 

また、「1 年間支援を受けて面会するが、その

後は自分達でやらなければならないのが嫌」とい

う理由もある。 

 

[支援の場所] 

面会支援はこれまで 2 家族の実績がある。 

1 件目の支援は、市役所の駐車場で子どもの預

かり、引き渡しを行った。駐車場の裏で母親から

子供を預かり、駐車場に来た父親に引き渡すとい

う形で実施。 

2 件目は母子会が所有している建物の面会専用

部屋（子ども用に飾ってある）で面会交流を行っ

ている。子供が 3 歳なのでまだ部屋でお話して遊

ぶ程度。次の段階として父親から、ボール遊びが

したいという要望があるが、現在は、母親がそれ

を認めていない。 

 

◆事業実績 
 

[相談件数] 

平成 25 年度の相談件数は 3 件、26 年度は現

時点で 38 件となっている（ひとり親本人だけで

なく、行政や家裁等からの相談を含めている） 

 

＜相談内訳：平成 25、26 年度合計＞ 

15 件：同居親、3 件：別居親、行政：4 件、

家裁：7 件、弁護士：5 件、報道：3 件、祖父母

4 件 

 

[支援件数] 

援助件数は 2 家族（1 件目は受け渡し、2 件目

は部屋で受け渡した後は様子を見ながら別室で待

機） 

2 件目の支援は、平成 26 年度から行っており、

平成 27 年 2 月時点で 8 回目が終わった状況であ

る。 
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◆周知活動 
 

市町村の広報誌に事業を載せたことで当事業の

理解が広がった。 

具体的には、母子会が行っている事業（生活相

談や就業支援等）を広報誌に載せてもらえるよう

働きかけており、面会交流事業についても、PR

記事を市町村にお願いしている。 

ポスターについては、学習教室や応援塾、スー

パー、郵便局、市町村の担当窓口などに張っても

らい周知を図っているが、一番効果があるのは市

町村の広報と考えている。 

その結果、昔は「面会交流支援事業って何？」

という反応が多かったが、現在では、「知ってい

るけど、私は必要ない」という反応に変わってき

ている。 

こうした点で、市町村を中心とした周知活動は

大事であると考えている。 

面会交流を含め、「地域の学習教室」、「母子

つなぎ資金貸付け」の利用等様々な相談に対応す

る「日曜相談」のチラシも県内各所で配布してい

る。 

 

◆支援事例 

 

＜支援事例１＞ 

弁護士からの紹介で、これまでは、子どもの叔

母が面会交流を支援していたのを生活相談員が引

き継いだ。 

既に、弁護士が申込書を書かせていたため、相

談員はそれぞれの親に面談し、これまでの経緯と

今後の事業に関しての確認事項を理解してもらっ

た（面談場所は県の母子会の事務所内）。 

面会交流の前に 2 回程度、子どもを含めて 3 人

で会って準備した。 

実際の面会場所はこれまでと同じ市役所の駐車

場、時間は前後を入れて 3 時間（本来は原則 2 時

間）。平成 26 年 5 月～11 月は 4 時間（調停で

決まったため） 

 

＜支援事例２＞ 

双方の弁護士からの紹介で平成 26 年 4 月に申

請を受ける。その後、双方の親に事前面談をして、

生活相談員同行のもと支援をした。（子どもは 3

歳） 

面会の時間は、監護親（母親）の要望もあり前

後合わせて 1 時間であった。 

子どもは、面会の最初は少し泣いたものの、直

ぐに慣れて良い状態になった（小さいころから父

親が育児を積極的に関わったため） 

 

◆事業ポイント 

 

面会交流事業で大事なのは、双方の信頼関係を

いかに築くかであり、この辺の気遣いを含めて生

活相談員は支援を行っている。 

支援事例の 2 件については、支援は毎月継続し

ており、途中で途切れる事は無い。そのため、あ

る程度双方の信頼関係があれば継続でき、将来的

には自立することができると考えている。 

うまく支援できないケースは、様々な事情があ

るが、電話での説明で終わってしまうケースが多

い。 

匿名で事業の内容だけ聞いて、「また、連絡し

ます」で終わるケースも多く、申請までいかない

ケースが多い。 

多いのは、「1 年限定なので、その後が不安だ

から」、単純に「父親に会わせたくない」、「母

親が面会交流を認めると相手に未練があると思わ

れるのが嫌」という理由もある。 

特に、面会交流支援事業を継続的に実施するに

は、監護親である母親の生活基盤、経済的な基盤

の安定、精神面での安定が大事である。 

 

◆事業課題 

 

相談数を増やすにしても、ひとり親に理解を求

めるにしても、今後は、ニーズの掘り起こしをし

ないと難しいと考える。 

特に収入が低く、生活基盤が不安定なひとり親

家庭では、こうした制度自体を知らない人が多い

のではないかと考えており、こうした人が、本来

この事業の対象となると考えている。 

こうした点は、市町村に協力してもらいながら

周知活動を継続することが重要と考えている。 

また、地域の声を吸い上げるという点で、民生

委員とのつながりも今後模索したいと考えている。

本県の地域性として、母親が実家に帰るケースが

多いため、祖父母が事業の障害になるケースも多

いとしている。 

母子会は、昨今、高齢化が言われているが、母

子家庭として色々な経験を積んだスタッフが存在

するという点で、相談者に寄り添った支援ができ

ると考えている。 
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◆今後の目標 

 

父親との交流の様子を見ていて、非常に懐いて

いる所を見ると、もう少し面会時間を増やしたい

と考えることがある。 

また、面会場所も、部屋ではなく公園で遊ばせ

たいと思うが、母親の了解が必要となる。 

相談者は、ある程度前向きに当事業を検討しよ

うと相談に来るが、多くは、同居親と別居親との

間で面会交流の取り決めが行われていないため、

支援の実施までつながらない。 

今後は、事業の周知を図るとともに、事前相談

の件数を増やしていきたいと考えている。 

 

◆県の評価 

 

離婚時に別居親と同居親の間で面会交流の取り

決めが行われていないケースが多いので、行政と

して支援しにくい状況にある。 

行政が支援を行う前の段階として離婚時の面会

交流の取決め及びその実施に対する義務付け等の

法整備が必要ではないかと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆PR チラシ、ポスター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本県母子寡婦福祉連合会 


